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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 89,987 24.3 11,454 27.1 11,140 26.8 7,608 27.1

2026年３月期中間期 72,415 13.1 9,010 32.1 8,784 32.0 5,986 32.0

（注）包括利益 2027年３月期中間期 7,608百万円（27.1％） 2026年３月期中間期 5,986百万円（32.0％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 97.21 97.20

2026年３月期中間期 76.56 76.53

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 111,007 57,559 51.9

2026年３月期 93,245 53,059 56.9

（参考）自己資本 2027年３月期中間期 57,559百万円 2026年３月期 53,059百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 39.00 － 41.00 80.00

2027年３月期 － 45.00

2027年３月期（予想） － 45.00 90.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 177,400 16.8 21,000 14.9 20,000 12.3 14,000 12.3 178.93

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期中間期 78,650,640株 2026年３月期 78,650,640株

②  期末自己株式数 2027年３月期中間期 355,888株 2026年３月期 409,434株

③  期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 78,265,091株 2026年３月期中間期 78,203,655株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する

説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

　当社は、2026年11月９日（月）に機関投資家向け説明会を開催する予定です。

　当日使用する決算説明資料は、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。



１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………………………… 2

（１）当中間期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………… 2

（２）当中間期の財政状態の概況………………………………………………………………………………………… 2

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 3

２．中間連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………………… 4

（１）中間連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………… 4

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書 …………………………………………………………… 5

中間連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………… 5

中間連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………… 6

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………… 7

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………… 8

（セグメント情報等の注記） ……………………………………………………………………………………… 8

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 8

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 8

（追加情報） ………………………………………………………………………………………………………… 8

（重要な後発事象の注記） ………………………………………………………………………………………… 9

○添付資料の目次

- 1 -

株式会社カチタス（8919）
2027年３月期　第２四半期（中間期）決算短信



１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や、雇用・所得環境の改善が続く中で、景気動向は緩やか

な回復基調で推移いたしました。しかしながら、物価上昇が個人消費に与える影響に加え、金融資本市場の変動の

影響及び中東地域をめぐる情勢の動向など、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは、中低所得者層を主な顧客層として「新築」「中古」「賃貸」に代わる

「第四の選択肢」を提供することを目指し、商品化が難しい築古の戸建物件を取扱い、そのままでは住むことがで

きない状態の物件にリフォームで価値を足して販売しております。

販売面においては、多様化する世帯構成の変化を背景に「低価格で高品質の住宅に住みたい」というニーズに対

応した商品を提供することで、販売件数は引き続き好調に推移いたしました。具体的には、低価格帯の住宅をファ

ミリー層以外へ提供することや、新築住宅を検討する顧客層向けの商品ラインナップ拡充などにより、お客様のニ

ーズに合わせた住宅を提供することで反響数は堅調に推移いたしました。また、構造的な要因として、物価上昇及

び環境規制の強化を背景に建築コストが上昇し、新築住宅の販売価格が高騰しているため、当社グループが提供す

る中古住宅の価格競争力が上昇した結果、販売件数は4,795件となり前年同期比18.0％の増加となりました。

仕入面においては、中古住宅のリスクを見極め、再生可能かつ利益を確保できる物件を厳選して仕入れを行う方

針としております。そのような中、従前を上回る成長率の実現に向けて買取りの行動量を増やした結果、仕入件数

は5,515件と前年同期比で16.4％の増加となりました。その結果、販売用不動産及び仕掛販売用不動産は前連結会

計年度末と比較して18.7％増加し、安定的な成長に向けた在庫水準を確保いたしました。

利益面においては、前年同期に比べて１物件当たりの粗利単価は上昇しているものの、粗利単価以上に販売価格

が上昇した結果、売上総利益率は前年同期比0.5ポイント低下いたしました。

販売費及び一般管理費は、今後の安定成長に向けた人材投資を継続したことにより人件費及び人材採用費用が増

加した結果、前年同期比15.2％増加となりました。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績については、売上高は89,987百万円（前年同期比24.3％増）、営業利

益は11,454百万円（前年同期比27.1％増）、経常利益は11,140百万円（前年同期比26.8％増）、親会社株主に帰属

する中間純利益は7,608百万円（前年同期比27.1％増）となりました。

なお、当社グループは中古住宅再生事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については量的重要

性が乏しいため、記載を省略しております。

また、2026年７月28日に発生いたしました「令和８年熊本地震」による当社グループの従業員について人的被害

はございません。一方、当社グループが保有する物件や設備等については、一部損傷や破損等の被害が発生したた

め、当該被害に係る特別損失として36百万円を計上しております。

（２）当中間期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、108,416百万円となり、前連結会計年度末の90,620百万円から

17,795百万円の増加となりました。これは主に、現金及び預金が2,511百万円、販売用不動産及び仕掛販売用不動

産が15,189百万円それぞれ増加したことによります。

（固定資産）

当中間連結会計期間末における固定資産は、2,591百万円となり、前連結会計年度末の2,624百万円から33百万円

の減少となりました。これは主に、有形固定資産が１百万円増加した一方、投資その他の資産が28百万円、無形固

定資産が６百万円それぞれ減少したことによります。

（流動負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は、45,370百万円となり、前連結会計年度末の32,108百万円から13,262

百万円の増加となりました。これは主に、未払法人税等が83百万円、買掛金が369百万円、未払消費税等が130百万

円及び短期借入金が13,000百万円それぞれ増加した一方、賞与引当金が353百万円減少したことによります。

（固定負債）

当中間連結会計期間末における固定負債は、8,077百万円となり、前連結会計年度末の8,077百万円から0百万円

の増加となりました。これは主に、その他固定負債が0百万円増加したことによります。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は、57,559百万円となり、前連結会計年度末の53,059百万円から4,500百

万円の増加となりました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益を7,608百万円計上した一方、剰余金の

配当3,207百万円を行ったことによります。この結果、自己資本比率は51.9％となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

2,511百万円増加して10,739百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動の結果使用した資金は7,247百万円（前年同期比101.1％増）となりました。これ

は主に、税金等調整前中間純利益を11,117百万円計上した一方、棚卸資産の増加額が15,182百万円及び法人税等の

支払額が3,374百万円、賞与引当金の減少額が353百万円及び利息の支払額が332百万円それぞれあったことにより

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動の結果使用した資金は52百万円（前年同期比0.5％増）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出が62百万円、無形固定資産の取得による支出が17百万円あったことによりま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動の結果得られた資金は9,811百万円（前年同期は2,190百万円の支出）となりまし

た。これは主に、配当金の支払額が3,197百万円あった一方、短期借入金の純増額が13,000百万円あったことによ

ります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想については、2026年５月８日の「2026年３月期 決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予

想に変更はありません。

また、2026年10月13日に公表いたしました株式会社東武住販に対する公開買付けの詳細につきましては、当社ウ

ェブサイト「株式会社東武住販（証券コード：3297）の株式に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」または

添付資料Ｐ.９「２.中間連結財務諸表及び主な注記　（４）中間連結財務諸表に関する注記事項　（重要な後発事

象の注記）」をご参照ください。なお、当該公開買付けが当期の連結業績予想に与える影響は引き続き精査中であ

り、今後、業績予想の修正その他開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,228 10,739

販売用不動産 48,390 59,159

仕掛販売用不動産 32,813 37,233

その他 1,190 1,285

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 90,620 108,416

固定資産

有形固定資産 810 812

無形固定資産 145 139

投資その他の資産

その他 1,669 1,641

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,668 1,640

固定資産合計 2,624 2,591

資産合計 93,245 111,007

負債の部

流動負債

買掛金 5,038 5,408

未払法人税等 3,527 3,611

未払消費税等 68 199

短期借入金 － 13,000

１年内返済予定の長期借入金 18,500 18,500

賞与引当金 780 427

工事保証引当金 508 606

訴訟損失引当金 17 19

災害損失引当金 51 87

その他 3,614 3,510

流動負債合計 32,108 45,370

固定負債

長期借入金 8,000 8,000

役員退職慰労引当金 66 66

その他 11 11

固定負債合計 8,077 8,077

負債合計 40,186 53,448

純資産の部

株主資本

資本金 3,778 3,778

資本剰余金 3,850 3,923

利益剰余金 45,625 50,025

自己株式 △195 △168

株主資本合計 53,059 57,559

純資産合計 53,059 57,559

負債純資産合計 93,245 111,007

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 72,415 89,987

売上原価 55,193 69,071

売上総利益 17,222 20,915

販売費及び一般管理費 8,211 9,461

営業利益 9,010 11,454

営業外収益

受取手数料 11 28

受取保険金 7 －

受取賠償金 2 －

その他 13 20

営業外収益合計 34 49

営業外費用

支払利息 216 344

その他 44 19

営業外費用合計 260 363

経常利益 8,784 11,140

特別利益

固定資産売却益 0 15

特別利益合計 0 15

特別損失

固定資産売却損 － 1

災害損失引当金繰入額 － 36

特別損失合計 － 38

税金等調整前中間純利益 8,784 11,117

法人税、住民税及び事業税 2,750 3,450

法人税等調整額 47 59

法人税等合計 2,797 3,509

中間純利益 5,986 7,608

親会社株主に帰属する中間純利益 5,986 7,608

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 5,986 7,608

中間包括利益 5,986 7,608

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 5,986 7,608

（中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 8,784 11,117

減価償却費 53 63

賞与引当金の増減額（△は減少） △223 △353

工事保証引当金の増減額（△は減少） 61 97

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 2 2

災害損失引当金の増減額（△は減少） 4 36

支払利息 216 344

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △13

株式報酬費用 34 35

棚卸資産の増減額（△は増加） △9,291 △15,182

仕入債務の増減額（△は減少） △191 369

未収消費税等の増減額（△は増加） 0 166

未払消費税等の増減額（△は減少） △49 130

その他 △256 △355

小計 △854 △3,541

利息の支払額 △209 △332

法人税等の支払額 △2,540 △3,374

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,604 △7,247

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △39 △62

有形固定資産の売却による収入 0 26

無形固定資産の取得による支出 △12 △17

その他 △0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △52 △52

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △2,188 △3,197

短期借入金の純増減額（△は減少） － 13,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1 －

自己株式の処分による収入 － 9

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,190 9,811

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,847 2,511

現金及び現金同等物の期首残高 18,766 8,228

現金及び現金同等物の中間期末残高 12,919 10,739

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　当社グループは、中古住宅再生事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、量的重

要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　当社グループは、中古住宅再生事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、量的重

要性が乏しいため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（連結子会社が提起した更正処分等の取消しを求める訴訟の判決について）

　当社の連結子会社である株式会社リプライス（以下、「リプライス」という。）は、2023年４月27日に名古屋中

税務署（以下、「国税当局」という。）より受領した「消費税及び地方消費税の更正通知書並びに加算税の賦課決定

通知書」について、2025年３月26日付で名古屋地方裁判所にその取消しを求める訴訟を提起しておりましたが、

2026年10月29日、同裁判所においてリプライスの請求を棄却する判決の言渡しを受けました。今後の対応につきま

しては、訴訟代理人と判決内容を精査の上、検討してまいります。

　なお、リプライスにおいては、当社に対する同種の更正処分等に係る訴訟の判決が2025年５月に確定したことを

踏まえ、判決の確定日以降は国税当局が主張する計算方法に基づく会計処理を行っており、売上高から消費税等差

額相当額を控除しております。そのため、本判決による当社グループの連結業績への影響は一切ございません。
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名称 株式会社東武住販

所在地 山口県下関市岬之町11番46号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  荻野 利浩

事業内容 不動産の売買、賃貸、その他不動産に関連する事業

資本金 302,889千円

公開買付けの目的 完全子会社化

買付け等の期間 2026年10月14日（水曜日）から2026年12月３日（木曜日）まで（35営業日）

買付け等の価格 普通株式１株につき、金2,000円

買付予定数の下限 1,776,600（株）（注１）

買付予定数の上限 上限なし

対象者の意見 賛同及び応募推奨

買付代金 5,419,772,000円（注２）

決済の開始日 2026年12月10日（木曜日）

（重要な後発事象の注記）

（公開買付けによる株式会社東武住販株式の取得）

　当社は、2026年10月13日付の取締役会において、株式会社東京証券取引所スタンダード市場及び証券会員制法人

福岡証券取引所Q-Boardに上場している株式会社東武住販（以下「対象者」といいます。）を当社の完全子会社と

することを目的として、対象者の普通株式を金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）

に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得することを決議いたしました。

１．本公開買付けの目的

　当社は、対象者を完全子会社化することにより、仕入機会の拡大、住宅再生ノウハウの共有による商品力及び収

益力の向上、販売機会の拡大並びに経営基盤の強化を図ることを目的としております。

２．対象者の概要

３．買付け等の概要

（注１）応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（1,776,600株）に満たない場合には、応募株券等の全部の買

付け等を行いません。

（注２）本公開買付けにおける買付予定数（2,709,886株）に普通株式１株当たりの買付価格（2,000円）を乗じた

金額です。

４．支払資金の調達方法

本公開買付けに要する資金は、自己資金及び金融機関からの借入れにより充当する予定です。

５．今後の見通し

　本公開買付けが成立した場合、対象者は当社の連結子会社となる予定です。また、本公開買付けにより対象者の

発行済株式の全てを取得できなかった場合には、その後の一連の手続を経て、対象者を当社の完全子会社とする予

定です。なお、本公開買付けが当社の連結財務諸表に与える影響につきましては、現在精査中です。
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